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序 論
「冷戦後」の国際政治において注目されてきた問題の一つに、世界に遍
く諸民族間の対立・紛争がある。なかでも、連邦国家として諸民族を束ね
てきたソ連とユーゴスラヴィアで顕著化した民族紛争は、国際政治の動因
としての民族主義を際立たせてきた。これら社会主義体制下での紛争は民
族理論の社会主義アプローチへの反証を印象づけてきた。とくに、民族自
決を国家的分離としてのみ規定した、レーニンを嚆矢とする「正統」社会
主義アプローチとしての民族自決論は、両国解体後もなお継続している紛
争に鑑みて「限界」が指摘されてきた。この「正統」社会主義アプローチ
を「レーニン的民族自決論」と解すれば、「民族自決」を掲げて諸民族が
相争ってきた紛争をめぐる諸説が、「レーニン的自決論」への批判とその
「禍根」に向けられるのも当然であった。
ここで、冷戦後の民族紛争が旧社会主義体制下に顕著であることを踏ま
え、国家的分離を正当化しうる「レーニン的自決」の主張が紛争の激化を
招いてきたとすれば、こうした批判には二つの立場が考えられる。つま
り、（一）社会主義アプローチ自体への批判と、（二）民族自決を国家的分
離に「制限」したことへの批判である。
第一は、社会主義批判の立場から、民族紛争を共産党支配下での民族抑
圧の反動と捉え、一党支配体制の民族抑圧政策を強調しつつ理論的にもそ
の破綻を示唆するものである。現実がただちに理論の反証でありえない
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という意味でこうした批判は退けられ得るが、ソ連のようにその民族政策
が理論の「正統」に依拠していたとみなされる限りで、その批判にさえ正
当性がある。そこで特徴的な議論は、党＝国家体制下の民族自決とその背
景となる民族主義に対して、民主主義および民主化が強調される点にあ
る。したがって、理論的には、民族の分離権を規定することなく、民主主
義の実現を民族自決の要件とした「ウィルソン的自決論」が対置されるで
あろう。
第二は、マルクス主義の「異端」再評価に認められる。ポスト社会主義
思潮の現在においてさえ、「正統」に対する「異端」――とくにオーストロ
・マルクス主義者 O・バウアーの民族理論に再評価が試みられてきた。
これは、社会主義体制の崩壊と、これを受けた社会主義思想否定の流盛に
対し、なお民族理論における社会主義をそれ自体として再検討し、あるい
は歴史的に遡及し再構成しようとする立場である。その意味でバウアーの
民族理論は「正統」を継承してきたソ連解体があってこそ注目されてきた
と言えよう。その意義は、歴史的に「沈殿していた」理論を採掘するとと
もに「正統」を批判的に検討し、その代替理論としてこれを確立すること
に見出される。
しかし、これら二つの批判には、イデオロギー的立場にかかわらず、そ
の背景もしくは論拠に通底するものがある。第一に、一党支配体制に対す
る民主化の必要性であり、バウアーやウィルソンの理論において、民族自
決が「分離」ではなく「自治」を意味し、両者が民主主義を前面に押しだ
していたことである。第二に、今日における「国民国家」の変容が両者の
理論的基盤を支持しうるということである。これらの点について、今日
の民族理論の少なくとも一つの傍流をなすバウアー再評価の背景を手がか
りにすれば、次の根拠があたえられる。
１９７０年代以降、とくに先進諸国では「国民国家」内でのエスニックな（あ
るいは諸民族の文化的な）矜持を制度的に保障しようとする動きが顕著と
なったが、バウアー再評価もその趨勢を汲むものと位置づけられる。エ
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スニックな主張の昂揚において特徴的な文化的要求は、「国民国家」であ
ること、または「国民国家」を形成（しようと）することが必ずしも民主
主義の具現を意味しないことを示してきた。つまり、エスニックな主張は
「国民国家」内での民主化と連動してきた経緯があり、確かに、エスニック
運動の主流を占めてきたのは既存国家での自治や連邦化の要求であった。
そして一定の地域的分権化、制度的保障によって、暴力的なエスニック紛
争は緩和ないし収束をみてきた。この意味で、「国民国家」の「多民族（エ
スニック）性」とそこに胚胎されていた民族対立への具体的な対応を模索
するなかから生まれでた民族自治は、一定の「成果」――少なくとも紛争
の潜在化に寄与してきたのである。
また、欧州連合に代表される、「国民国家」を超えた地域統合の進展――
いわば「大経済領域」化も「国民国家」の変容を促し、かつ、国境を跨い
で類縁してきたエスニック・コミュニティ間の交流を促し、それらコミュ
ニティの自律性を高めてきた。こうして「国民国家」は、その統合を図る
具体的方途として、異質性を主張する諸集団の「自治」を推し進めてき
た。そこでは、「国民国家」が至高の政治単位、あるいは第一義的な忠誠の
対象とされるのではなく、「社会における人間の多元性」、諸個人の「多元
的アイデンティティ」の重要性が浮かびあがってくる。
このように、「国民国家」の「ゆらぎ」「相対化」のなかで、国家的分離
を含意する民族自決が積極的に肯定される規範でありうるのかとの疑問
は、理論上も実際上も正当である。また、こうした「国民国家」の変容の
なかで問われているのは、民主主義としての民族自決のあり方にほかなら
ない。したがって、民主化の要求こそが、「バウアー的自決論」を支え、
「ウィルソン的自決論」再考の必要性を浮かびあがらせてきたのであり、両
者はこの文脈において「レーニン的自決論」に対置されうる。
さらに敷衍すれば、一般に民族自決原則は民主主義を淵源とし発展して
きたが、「正統」社会主義理論への批判に絡めて、二つの概念が必ずしも相
補的な関係にないと考えられる点をどのように捉えるかである。つまり、
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民族自決が否定的に語られる一方で、民主主義の実現が強調されることに
現在の新しい見地が認められるのである。ウィルソンおよびバウアー再評
価もこれと密接な関係にある。
以上の問題意識に依って、本稿では、バウアー、ウィルソン、レーニン
の民族自決論をその確立期に遡って考察していきたい。そのことを通じ
て、民族自決あるいは民族と民主主義の関係をより深く捉えていく視点が
得られると考えるからである。「古典的」であるにもかかわらず、これら三
つの自決論を取り上げる理由の一つは、今日の民族紛争をめぐる議論を支
える理論的立場の「原型」がこれらに見出されるからである。今日の民族
理論も、分離主義としての民族自決や、既存国内で諸民族共存を企図する
民族自治にカテゴリー化されうるという点で、これらに「原型」をみるこ
とができる。二つには、これら三つの理論が同時期に確立されたことであ
る。それは、バウアーの民族理論に対してレーニンがこれを批判するかた
ちで自己の理論を鍛銑していき、第一次大戦において、ウィルソンがレー
ニンに対抗するかたちで自己の民族自決論を戦争目的に掲げはじめたこと
にその関連を見出すことができる。
ただ、これらの民族自決論を現況の文脈で取り上げて評価するだけでは
不充分であろう。民族自決について考察するためには、理論と現実を区別
しつつも、両者の相関――現実が育んできた理論と、理論が動かし、ある
いは現実によって動かされてきた過程を明らかにすることが求められる。
これら三者における理論的差異は、彼らの経験と政治家としての目的およ
び政策の差異を反映しており、三者の対比においてそれらを明らかにする
ことも重要と思われる。具体的には、第一次大戦期を中心とするチェコス
ロヴァキアの独立とカフカース諸民族の動向を例示することで評価を試み
ていきたい。ここにこそ、三つの民族自決論がそれぞれに語られ、切り結
ぶ状況が見出されるからである。
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第一章 民族自決論の形成と帝国のゆらぎ
ヨーロッパの２０世紀は、帝国主義に対する民族主義と国際主義の思潮と
運動が渦巻く国際政治のなかに開かれた。とくに、ロシア帝国とオースト
リア＝ハンガリー帝国では、両政府の民族政策および帝国主義への対抗と
して、民族運動と社会主義運動が国家的な動態を示す点で顕著であった。
その一つの指標は両帝国の制度的民主化の進度であり、二つの運動はそれ
を後押しする動力であった。また、帝国的基盤を拡張しつつあったアメリ
カ合衆国でも、貧富の格差増大による労働運動の激化と「フロンティア」
の国内・外への拡西・拡大が展開されつつあった。
概念上区分され、かつ論理的に相容れないこれら民族主義と国際主義
が、逆説的にも「帝国主義の時代」を特徴づけ、第一次大戦へ至る国際政
治の動因となりつづけていくのは、それらがまさに帝国主義的国際政治の
なかで伸長していったことの証左であった。そしてその渦中においてこそ
バウアー、ウィルソン、レーニンの理論が構築されていくのであった。
第一節 「小インターナショナル」とバウアー
オーストリア社会民主労働党の指導者にして理論家の一人であった O
・バウアーが『民族問題と社会民主党』において展開した民族理論は、
オーストリア＝ハンガリーにおける諸民族の民族対立およびその先鋭化
と、それに対応するためのオーストリア社会民主党ブリュン（ブルノ）綱
領を補完するための理論構築を直接の契機として生まれた。「小イン
ターナショナル」を自負する社会民主党にとって、民族間の軋轢に対する
取り組みには重要な位置づけがあたえられていた。それゆえにバウアーの
理論はオーストリア＝ハンガリーの枠組みを前提とした、民族問題解決へ
の具体的方途を提示したものであった。
１９世紀末のオーストリアでは、チェコ人をはじめとする諸民族の権利獲
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得運動（言語の公用語化）が反体制＝民主化の役割を担いつつあった。こ
こでも社会主義の思想と運動は漸増しつつあるかにみえたが、むしろ帝国
内での民族的亀裂がその政治的焦点となっていた。しかも、社会主義政党
においてこそ、民族を単位とする民主主義的連邦制への移行がつねに議論
となっていた。事実、オーストリア社会民主主義全体党のヴィンベルク
大会（１８９７年６月）における民族単位の連邦的党組織化にみられるよう
に、民族の区分と権利要求を自ずから組織内部に抱え込むことになって
いた社会民主党にとって、民族的要求は党綱領において肝要な位置を占め
ていた。
１９世紀後半以降のオーストリアの政治的危機を促す民族対立は、なかで
もボヘミア（ベーメン）のドイツ人とチェコ人の間にみられ、それは「言
語問題」として表出した。帝国内において資本主義経済が相対的に発展
しつつあったボヘミアでは、農村からの流入者として多数を占めたチェコ
人がドイツ人よりも低賃金に甘んじており、この意味で階級憎悪は民族憎
悪と同義か、あるいはそれを凌いでさえいた。しかし、こうした階級的要
因は背後へ退き、対立の表面化を促した直接の契機は、オーストリア首相
ターフェの「言語令」に遡ることとなる。
１８８０年４月発布の「言語令」（内務・司法両省がボヘミアの出先機関に
出した省令）は、ボヘミアで使われているチェコ語とドイツ語が「外務語」
として同等であることを内容としていた。ターフェの言語令はチェコ人
とドイツ人の「言語紛争」を昂じさせることになったが、それは、主とし
て民族エリートや、また支配階級としての官僚への上昇をめぐる対立で
あった。民族エリート間の利害をめぐって表出した民族主義は、民族的に
分断された労働者階級間の対立を巻き込み、両民族の対立を構造化して
いった。
チェコ人の民族的要求が高まるなか、オーストリア首相バデーニは、９７
年４月、両者の激化する対立に対して、ボヘミアとモラヴィアにおける
チェコ人とドイツ人の言語における平等を保障する言語令を発してこれを
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鎮静化しようとした。しかし、この言語令に対してドイツ人が抵抗しその
撤回を余儀なくさせ、さらにこの撤回に対してチェコ人の暴動（プラハ）
がつづいた。こうして諸民族平等への試みは、民族間の緊張を高める結
果となり、それは帝国への忠誠が民族的忠誠に偏重していく兆しでもあっ
た。
こうしたボヘミアの民族対立に対して、１９０７年の普通選挙後に勢力を増
しつつあったオーストリア社会民主党も毅然たる態度を表明できずにい
た。むしろ、党内チェコ人の指導者および労働者はチェコ人独自の党組織
化の要求を強めていた。オーストロ・マルクス主義の指導的理論家 K・レ
ンナーと O・バウアーは、こうした民族対立に対して、マルクス主義の
「師父」に反して民族自治論を展開することとなり、それが１８９９年のブリュ
ン「民族綱領」に結実したのであった。
社会民主党は、資本主義の発展に鑑みて、またプロレタリア国際主義の
立場から、帝国の維持と、民族差別の止揚、民族解放の立場からの民族的
要求とをいかに両立させるかとの問題認識から、この自治論を案出したの
である。その綱領の特質は、党の中核 V・アドラーの主張を核に、主要六
民族（ドイツ人、イタリア人、チェコ人、ポーランド人、スロヴェニア人、
ウクライナ人）を軸とするオーストリアの民主的連邦化と、民族自治にお
ける「属地主義原則」と母語権を中心とする文化的権利の保護にあった。
綱領に掲げられたこの自治構想の意図は、帝国における「多民族性」の
維持と民族対立の緩和にあった。バウアーにとっても民族自治は、第一に
資本主義経済に有利な大国家の維持を企図し、第二にバウアーの分析によ
る「帝国主義の民族原理」と、列強による帝国の分解および帝国内諸民族
の従属化を危惧して考案されたものであった。しかし一方で、民族の基盤
を領土に限定せず、諸個人が自己の民族的帰属を選択できる「属人主義原
則」を主張したレンナーの構想を受けて、バウアーは「社会主義の民族性
原理」と両立する独自の「文化的民族自治」論を展開した。既述のよう
に、バウアーの理論構築の直接の目的はブリュン民族綱領を補填すること
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にあったが、バウアーはレンナーの「属人主義原則」を受け継ぐことに
よって、オーストリアの連邦化において六民族以外の少数民族の権利を同
等に保障しようとしたのであった。
こうして、バウアーの民族自決論（いわばバウアー＝レンナー構想）は
帝国の維持を仮定して練られたものであった。その理論的特性の一つめ
は、民族（Nation）を国家と領土から分離させた点にあった。これによっ
て、諸民族の混在地域においてもその民族的帰属が保障される「属人主義
原則」が確立されたのである。属人主義原則とは、個人が自己の民族的帰
属を主張し、民族の存在が領土によってではなく、法的に保障されるとい
うものである。具体的には、戸籍のごとく民族台帳が作成され自らの意志
で民族的帰属を登録し、それによって諸民族の混在地域でも少数民族の権
利（母語による教育など）が保障されるシステムである。
この点でこれは、近代的民族（ないし「国民国家」）を主として資本主義
における経済単位とみるマルクス主義の「経済還元主義」に対置され
る。バウアー自身も民族の形成と発展過程を階級関係から説明していた
が、同時にこうした「経済還元主義」を批判し、彼において近代的民族の
形成と発展には文化的要素が不可欠のものとみなされていたのであった。
こうして理論的特性の二つめは、民族文化の尊重にあった。とくに言語
文化としての民族文化に重要な位置づけが付与された。バウアーは民族を
「運命共同体から生じた性格共同体」と捉え、その民族が民族たる指標とし
て「民族性格」の概念を捻出するとともに、それに依拠して民族を歴史的
に形成される自然共同体と文化共同体の統一と重層的に定義した。した
がって、民族が文化共同体であり、民族文化の発展を社会主義と結びつけ
る以上、民族の独自性を主張することは当然の権利として認められる。そ
して、それぞれの民族がその独自性を尊重してこそ社会主義的国際主義が
可能となるのであった。
こうした自身の理論を生かすべく、バウアーは、「小インターナショナ
ル」社会民主党全体党の役割を重視していたが、チェコ民族のナショナリ
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ズムは第二インターの理念を超えて昂じつつあった。オーストリア社会民
主党は１９１１年にいたって全体党としての役割を果たせず、大戦前において
決定的に分裂したのであった。党内におけるチェコ民族のナショナリズ
ムはバウアーの理論的仮定を突き崩すことになるが、バウアーもまた、標
榜された「祖国防衛」としての大戦へ従軍することによって、「インターナ
ショナル」の理念に忠実ではありえないままロシア戦線へ突入していった
のであった。
第二節 「るつぼ社会」とウィルソン
１８９０年、先住民アメリカ・インディアンを虐殺しつつ西漸しつつづけて
きたフロンティアの国内運動は終息し、「フロンティア・ライン」の消滅
が合衆国国勢調査報告書において宣言された。それとともに、１９世紀末か
ら２０世紀初頭にかけてアメリカ最大の国内問題となる労働運動と農民運動
は、黒人奴隷の遺制（事実上の農奴制）と黒人隔離政策の法制化を通じ
て、また大量のヨーロッパ移民により緩和化されつつも、なお顕著化し増
殖しつつあった。
フロンティア運動は、工業化、都市化とそれに伴う労働者の窮乏化を招
き、諸個人の能力と努力による競争を旨とする「国民的信条」ゆえに、社
会主義の不毛地とされるアメリカにおいてさえ社会主義運動の激化を招く
環境を整えていた。また、工業国へと転換しつつも、世界一の農業国でも
ありつづけたアメリカにあって、農民の窮状も深刻であった。西部を中心
に農民の多数は負債を抱え、シェアクロッパーと呼ばれる農業労働者また
は小作農民への搾取は、東部資本とフロンティアを結びつけていた鉄道と
電信の発達を背景として強化されていった。とくに１８９２－９４年は経済不況
とそれに伴う労働者や農民の抗議行動が激しく、社会主義運動が高揚する
時期であった。
こうして、「フロンティア・ライン」の消滅と労働運動・農民運動の激
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化に伴う変化への対処は、西漸運動、事実上の黒人奴隷制と「新移民」の
流入を背景として見出されえた。アメリカは「フロンティア」を求めて海
外膨張へと邁進していくのであった。
１８９５年、スペイン支配からの解放を求めるキューバ独立戦争の勃発は、
アメリカの受動的な外交から積極的な対外干渉への転換を示すとともに、
アメリカ膨張の契機を準備した。スペイン軍のキューバ人弾圧に対してア
メリカでは干渉論が高まり、９８年４月、米西戦争に拡大していった。一方
的勝利の後、キューバ、プエルト・リコ、グアム、フィリピンを獲得、ま
たこの間に中国市場を睨んでハワイも併合された。アメリカによる
「キューバ解放」もその保護国化によって、その対外政策を特徴づけること
になった。この一連の海外植民地化によってアメリカの帝国主義はその地
盤を固めつつあった。その後も、市場の広域化を目論む対中「門戸開放政
策」が受け継がれつつ、ローズヴェルトの「棍棒外交」、タフトの「ドル外
交」は中南米に覇権を築いていくのであった。
アメリカの２０世紀は、激化しつつあった労働運動とこれを緩和する移民
労働者の移入と対外膨張によって告げられたが、それは同時にアメリカに
新しい理念をもたらす契機でもあった。一時的であれ、人種間の階級連帯
の可能性を探り、アメリカ社会党の母体とも言える人民党の挑戦、労使間
紛争の激化、移民間の階級的分裂は、「金メッキ時代（ギルデット・エイ
ジ）」の終りを告げたのである。階級的対立を背景とした「改革主義時
代」の到来であり、その一端を担ったのが「ニュー・フリーダム」を謳っ
て登場したW・ウィルソンであった。
１９１３年、大統領に就任したウィルソンにとって、アメリカ帝国主義拡充
への道程はその政治理念に必ずしも合致するものではなかった。１２年の大
統領選挙で謳われた「ニュー・フリーダム」は、第一に、国家に対する人
民の統制を高めること、第二に、資本主義経済を前提としながらも、海外
「フロンティア」へと触手を延ばしつづける大企業に対する国家規制の強
化と国内における労働争議の緩和を、つまり資本主義自由経済のなかでの
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市民的福利の平等実現を図ること、第三に、自由貿易促進のための関税引
下げを訴えるものであった。ウィルソンにとって、憲法を拠り所として
建国以降発展をみてきたアメリカに民族問題＝人種問題は存在せず、ある
のはこうした社会主義運動とそれへの対処としての政策的課題であった。
しかしこの時期、アメリカが深刻化させた民族問題＝人種問題として、
移民と黒人の問題があった。産業化のなかで大量の移民が底辺労働者とし
て組み込まれ、移民の民族的背景に大きな変化がみられた。つまり「ワス
プ」となる「旧移民」と、南欧系・ラテン系を中心とする「新移民」に分
化しつつあったのである。また黒人と白人の対立は、南部を中心に人種隔
離政策を生みつづけていた。ただ、移民間の分裂が民族的である限り労働
者間の連帯は非現実的とみなされ、また人種間対立あるいは黒人の隷属化
は、白人間の階級的調和を促したのであった。
こうして、階級闘争における「階級横断的」かつ「労働者階級的」なア
メリカ的特性が生みだされていった。それでもなお激しくなりつつあっ
た労働運動・農民運動は、その後の景気回復と市場の拡大を通じて、その
矛盾を隠蔽しつつ戦争の前夜を迎えたのであった。そして大戦の勃発とそ
の長期化はアメリカをしてその国内矛盾を隠蔽するに充分な舞台を図らず
とも用意するのであった。
ところで、ウィルソンにとっての「民族（nation）」もしくは「人民（peo-
ple）」、「住民（population）」は、個人の集合体であり、究極において「民
族」に認められるべき資質ないし特性は「自由と民主主義」に添うことに
ほかならなかった。そこから生まれたのが「宣教師」としてのアメリカに
よる「自由と民主主義」の世界大への拡延行動であった。スローガンとし
て掲げられる「自由と民主主義」は抽象的であるがゆえに、これと「不可
分」の「ウィルソン的自決論」もまた曖昧なものであった。
しかし、「ウィルソン的自決論」は、理論的ではなかったものの、決して
空虚なものではなかった。ウィルソンが「民族自決」を公式に述べるのは
１９１６年になってからであるが、そこで述べられている内容は大戦以前すで
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に形成されていた。その思想的な背景が、キリスト教信仰、自治（self-
government）、民主主義、ナショナリティおよび有機的国家の諸概念で
あった。厳格とされるキリスト教長老派教会の子息として教育を受けた
ウィルソンの信仰は厚く、それはウィルソンの「啓蒙主義的楽観主義」を
生みだした。これを背景に、ウィルソンはすべての人民が自治を担いうる
と考えていた。また彼においては、自治と民主主義がナショナリティを育
むが、これらは「教育、指導されて」こそ達成できるものであり、多分に
制度ではなく人民の内面、モラルに関わるものであった。
また「人民民主主義者」ウィルソンにとって、「民族」とは「人民」を意
味したが、自決主体としては「個人概念と政治的ナショナリティ概念とを
混同させる傾向」にあった。それは、体制および制度に関して「選択」と
いう概念に重きを置きながら、言語をナショナリティの指標としたことに
あらわれている。しかし、この「民族」は「文明的」でなければならな
かった。ウィルソンにとって民族自決論と呼べるものは、欧米における民
主的政治体制としての「自治」であった。つまり「人民」が「自治」を通
じて「民族」たりうるのであった。ウィルソンの自決論とは「人民主権論」
と同義であり、ここに「ウィルソン的自決論」を特徴づけることができ
る。
こうして、「ウィルソン的自決論」とは、「人民の自己決定」として辛う
じて定義づけられるものであった。ウィルソンにとってこの自治は、一方
で住民が統治形態を自ら選択する権利（人民主権）を、他方では自治が継
続する過程であり、したがって民主的な統治形態と同義でなければならな
い。少なくとも、第一次大戦までのウィルソンの自治に関する思想は、「内
的自決（独自の統治形態を選択する自由）と称されうるものと、普遍的な
民主主義および最終的な自治（self-rule）への未発展の人民の指導〔ないし
監督〕との曖昧なアマルガム」であった。
したがって、ウィルソンにとって自治とは民主的政治形態であり、「多
民族国家」としてのアメリカにおける「多民族性」は視野に入らない。ア
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メリカはすでにこの意味での自治を遂げている国家であったからである。
実際に、ウィルソンは人種問題を少なくとも法的に深刻化させ助長させた
のであったが、彼は黒人を自治の担い手たる「人民」とはみておらず、人
種隔離は黒人のためであるとして、南部を中心としていた黒人差別を全国
化してこれを承認したのである。またウィルソンは、民族的な背景に固
執する「ハイフンつきのアメリカ人（hyphenated Americans）」（アメリカ
国籍をもつが、以前の国籍に愛国心をもつアメリカ人）を否定的に捉えて
いた点から、「メルティング・ポット」論者（同化論者）であったとも言え
る。このようなウィルソンにとって、民族的主張など「るつぼ社会」のア
メリカでは考えられないのであった。
また国際政治においてもウィルソンは、第一に民族的要求に沿った多民
族帝国の解体を意図しておらず、第二にいかなる意味でも「自治」が政治
的分離――民族が主権を確立し「国民国家」を創設する権利を意味するも
のではなかった。にもかかわらず、国家的分離すら含意するものとして
「ウィルソン的自決論」が国際政治で展開され認知されていったのはアメ
リカの対外政策の賜物であった。それは、第一次大戦へのアメリカ参戦と
戦後処理としてのヴェルサイユ会議を背景に位置づけられていくことにな
る。
第三節 「諸民族の牢獄」とレーニン
ロシア帝国では、１９０５年の日露戦争敗北とロシア「第一次（二月）革命」
が労働者や農民を主体とする階級的反乱を顕示し、これ以降、社会主義革
命を担う政党としてその勢力を増しつつあったロシア社会民主労働党を
はじめ、社会主義の思想と運動はともに帝国内各地で伸長していった。こ
れに加え、帝政ロシアの版図内にようやく組み込まれていた「辺境」で
は、民族主義的な反ロシア運動が燻っていた。しかしこの時点で、社会民
主党にとって、「諸民族の牢獄」ロシア帝政内の民族運動にいかに向き合
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うかは明確ではなかった。
党の指導者レーニンは民族自決権を主張し、すでに１９０３年の党綱領にお
いて「国家の構成にくわわっているすべての民族にたいする自決権の承
認」が明記され、革命を指導する党の原則として定式化されていた。し
かし民族自決権の承認を掲げていたものの、これは「最小限綱領」と言わ
れ、党の果たすべき役割において低い位置づけをあたえられていたにすぎ
なかった。ロシアにおいて民族問題はこの「辺境」を、あるいは非ロシア
諸民族を中心としていたこともあってか、社会主義政党にとって深く認識
されないまま「二月革命」を迎えたのであった。
この革命以来、「辺境」のカフカース諸民族は自己の民族政党を組織化
しつつあった。近代的意味において「民族（nation）として政治化されてお
らず、動員されておらず、『領土に根づいていなか』った」グルジア人と
アルメニア人および両民族の社会主義者は、ロシア社会民主党の地方組織
を担っていたが、彼らは民族的要求を強く表明してはいなかった。また
当時「タタール人」と称されていたアゼルバイジャン人は、ムスリムの底
辺労働者として、キリスト教徒の熟練労働者アルメニア人らに敵意を抱い
ていたが、諸民族が混在するバクーを中心に、労働者は社会主義者との紐
帯を強めていった。ここでも民族的要求は統一的な運動を形成するに及
んでいなかった。
しかし、２０世紀に入り、まずグルジアの自治とロシアの連邦化を求める
知識人グループが、「サカルトヴェロ（Sakartvelo=Georgia）」（後の「グル
ジア社会主義者・連邦主義者党」）を結成した。この組織は小規模なまま
であったが、グルジア人のなかで同様の綱領を掲げるメンシェヴィキが力
を獲得していった。１９１０年頃に採択されたメンシェヴィキの党綱領は、領
土にもとづかないグルジアの文化的自治（「バウアー的自決論」）を要求し
ていた。ボリシェヴィキのレーニンはこれを激しく攻撃し、国家的分離権
を諸民族に保障すること、すべきことを説くのであった。
アルメニアはグルジアほど社会主義勢力の強い地域ではなかったが、
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１８８７年にスイスで設立された社会主義政党「フンチャク（Hnchak=Clar-
ion）」があった。この一部が９０年代になって「ダシナク党（Dashnaktsutium
=Armenia Revolutionary Federation）」に分化したが、ダシナクは社会主義的
スローガンを掲げつつも小ブルジョア的、民族主義的な政党として勢力を
増していった。１９０７年、ダシナクの綱領は、ザカフカース共和国が（未来
の）ロシア連邦共和国の構成国となるべきこと、防衛、外交、金融および
関税システムを除く内政に対して独自性をもつこと、また文化的自治――
とくに地方諸言語の尊重を謳っていた（と同時に、オスマン帝国側に対し
てはアルメニア人の領土を要求していた）。
これらカフカース諸民族は第一次大戦まで、統一的な組織を持っていな
かった。ただ、それぞれの民族組織が形づくられ運動が展開されつつあっ
たとしても、ロシア革命以前において、ロシアからの分離を求める傾向は
共通してなかった。大虐殺を蒙ってきたアルメニア民族を筆頭に、一方の
大国に組み込まれ、同時に、他方の大国に向き合う「辺境」諸民族にとっ
て分離独立は望むべくもない、したがって選択肢となりえないのであっ
た。
「帝国主義の時代」は「辺境」諸民族にとって悲劇の鐘の木霊であった。
ロシアとトルコの硲にあったカフカース諸民族は、イギリス、フランス、
ロシアといった列強間の交渉の対象にすぎなかった。とくにトルコとロシ
アに跨がるアルメニア民族は、トルコ人による大虐殺（１８９５年－９６年）を
蒙り民族的危機に立ち至った。これに対し、イギリスとフランスはトル
コに対してアルメニア人保護の「改革」を求めたものの、アナトリア鉄道
を媒介にトルコと結びついていたドイツとオーストリアはこれに反対を唱
え、またペルシャの折半を認め合いつつイギリスの影響を相殺したいロシ
アはトルコとイギリスの協力を防ぎたかった。
こうした諸国の思惑のなかで、国境の前線にあり、かつロシアとトルコ
とに分断されてきたアルメニア民族をはじめ、「辺境」諸民族は大戦の前
線に巻き込まれていくのであった。大戦の過程および大戦後の勢力圏画定
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で掲げられることになる諸民族の「自決」は、すでに大国の手に握られて
いたのであった。
ところで、レーニンは１８９６年以来、民族自決を諸民族の「国家的分離」と
解して譲ることはなかった。「民族の自決とは、ある民族が他民族の集合
体から国家的に分離することを意味し、独立の民族国家を形成するこ
と」である。したがって民族自決権とは「分離した国家的生存を営む権
利」にほかならず、この権利は「無条件に」承認されるべきものとされ
た。それはレーニンが民族自決権を諸民族の同権を保障するものと考えた
からであったが、同時にレーニンは、民族自決という「民族国家」の形成
をプロレタリアートの自決、つまり民族的に分断されたプロレタリア階級
の統一に従属させた。しかしそれは、民族自決権の絶対性の反古を意味
するのではなかった。
まず、レーニンにとって民族自決権とは、民主的手続きにより分離でき
る権利であり、彼は、民族自決権を行使するかどうかは当該民族が自主的
に、民主的に決定する問題であると考えていた。そうでなければ、自決の
意味は失われ、民族自決権はまったくの画餅である。そこでは「自由意志」
による諸民族の結合もありえないからである。
民族自決権の承認という原則を国際主義と結びつけていたレーニンに
とって、プロレタリアートの自決とは諸民族のプロレタリア階級が国際主
義的な結合を達成することであった。そして、国際主義――民族的に分断
されたプロレタリア階級の連帯には、諸民族の同権すなわち民族自決権が
無条件に認められねばならなかった。とくに抑圧民族（ロシア）による被
抑圧民族の強制的な併呑に反対していたレーニンにとって、自決権の承認
はプロレタリアートの自決を妨げるものではなく、逆に、諸民族のプロレ
タリアートが自由意志による結合への前提であった。「プロレタリアの団
結のため、プロレタリアの階級的連帯性の強化のために」こそ「諸民族の
分離権の承認が要求され」たのである。
しかし、レーニンは民族自決を奨励したのではなく、プロレタリアート
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の自決をつねに説いていた。彼が民族自決に反対したのはプロレタリアー
トの任務としてであり、民族自決権そのものを副次的なものとはみていな
かった。レーニンが離婚権や結社の自由権を比喩にして民族自決権を論じ
た所以はここにあった。つまり、離婚の権利を主張することは離婚を奨
励することではなく、しかし離婚の権利なしに両性の平等な「結合」もあ
りえない。レーニンは権利そのものと権利の行使とを明確に区別して論じ
ていたのである。
レーニンはこのような民族自決論を展開していく過程で、ある特定の民
族の主張に偏重することはなかった。その背景には帝国主義に翻弄されざ
るを得ない弱小諸民族への配慮があり、それは「世界革命」の一環に結び
合わされていたのである。ロシア社会民主党には、プロレタリアートの階
級的連帯のためにこそ民族自決権が必要であるというのが「レーニン的自
決論」の核心であった。そして、民族の同権を踏まえて、資本主義の発展
過程で諸民族は「接近」し、さらに「融合」へいたるとされた（「接近－融
合」論）。その立場を支えていたのがプロレタリア国際主義であり、そのな
かでブルジョアの民族文化ではなくプロレタリアの国際文化が形成されて
いくとの展望が加えられていくのであった。
またレーニンにとって、ロシア国内の諸民族のなかに分離独立を主張す
る強い勢力が存在していなかったことも幸いした。ロシア民族は全人口の
半数にも満たなかったが、一〇〇を越える各民族にとってロシア人は圧倒
的であった。また、ロシアに組み込まれていた諸民族の大半はロシアの
「辺境」に位置し、そこは列強のせめぎ合う前線でもあった。非ロシア諸民
族にとって「牢獄」からの脱出は、他国への「入獄」をさえ意味しかねな
い。果たして大戦はそうした危惧のなかで戦われるのであった。
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